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資  料 

福Ｒ6.8.22   

 

第５期地域福祉計画の策定について 

 

１．計画の位置づけ等                        

地域福祉計画は、社会福祉法第１０７条に基づき、市における地域福祉に関する施策を

総合的に推進するため、策定する計画である。 

現計画期間（令和２年度から令和６年度まで）の終了に伴い、市をとりまく状況や、社

会情勢の変化に対応し、市民、各種団体等の意見を踏まえた新たな計画を策定する。 

 

２．計画の期間 

  令和７年度～令和１１年度(５年間） 

 

３．課題の整理と策定の主なポイント                 別紙１ 別紙２ 

⑴基本理念の見直し 

  市の現状を反映し、第九次総合計画の基本理念との整合を図る。 

⑵複雑化・多様化する生活課題への支援体制の強化 

 地域で孤独・孤立、ひきこもりなどの課題が顕在化し、複雑化・多様化した課題に対 

 応するため、支援体制（重層的支援体制）の整備を行う。 

⑶関連計画を包含 

本計画に成年後見制度利用促進計画、重層的支援体制整備事業実施計画及び再犯防止 

推進計画を包含する。 

  

４．計画の概要 

⑴基本理念について                           別紙３ 

⑵基本目標について                           別紙４ 

  ⑶計画体系について                           別紙５ 

  

５．スケジュール 

 令和６年 ８月  市民懇談会 

     １０月  地域福祉計画市民推進委員会 

     １１月  議会福祉文教委員会 

     １２月  パブリックコメント 

 令和７年 ２月  地域福祉計画市民推進委員会 

      ３月  策定、公表 



①市をとりまく状況の変化 ①基本理念の見直し

⑴人口減少、世帯構造の変化、単身世帯の増加 ⑴高山市の現状を反映

○ ○

○

⑵第九次総合計画の基本理念との整合

⑵働く世代の減少による担い手不足 ○

○

○

⑶孤独・孤立問題の顕在化

○

②複雑化・多様化する生活課題への支援体制の強化

○

⑷経済的不安を抱える人の増加

○

⑸生活課題の複雑化、多様化

○

③関連計画を包含
○ 刑を終えた人が、住まいや就労の場が確保できないなどの地域、職場等における理解不足

⑹判断能力等に不安を抱える人の増加

○

⑴成年後見制度利用促進計画

⑺多様性社会への対応 ○ 成年後見制度の利用の促進に関する法律第１４条の規定に基づき策定

○ ⑵重層的支援体制整備事業実施計画

○ 社会福祉法第１０６条の５の規定に基づき策定

⑻差別のない社会の実現 ⑶再犯防止推進計画

○ ○ 再犯の防止等の推進に関する法律第８条の規定に基づき策定

○

⑼超高齢社会の到来

○ 高齢者が被害者になる事故や、高齢者が加害者となる事故の増加

○ 通信技術やキャッシュレス化等の進展など、手口が巧妙化した犯罪に巻き込まれる危険性の増加

⑽安全・安心な生活

○

⑾誰もが利用しやすい環境の整備

○

②地域福祉に関する制度の動向

⑴地域福祉推進の目的の明確化

○

⑵重層的支援体制整備事業の創設

○

⑶孤独・孤立対策推進法の制定

○

⑷こども基本法の制定

○

　 ⑸共生社会の実現を推進するための認知症基本法の制定

○

　新型コロナウイルス感染症以降の社会の変化により、地域では孤独・孤立、ひきこもりなどの課題
が顕在化してきており、また、8050問題、ヤングケアラー、育児と介護のダブルケアなどのように複
雑化・多様化した課題が増加してきている。これらの課題は、発覚した時には重症化している場合が
多く、地域の希薄化により潜在的な課題の把握が困難となっている。今後、困難な事例が増加するこ
とが予想されることから、市民・団体・行政等が一体となり、属性や世代を問わない包括的な支援体
制（重層的支援体制）を整備していくこととする。

物価高騰による生活費の負担増や、障がい等の様々な理由から働くことができない、または充分な収
入を得ることができず経済的な不安を抱える人の増加

ひきこもり、8050問題、障がい者の親亡き後の生活、育児と介護のダブルケア、ヤングケアラーなど
様々な分野の課題が絡み合うことによる生活課題の複雑化、多様化

　成年後見制度利用促進、重層的支援体制整備及び再犯防止対策の推進については、特定の分野にと
どまらず多岐にわたって関連していること、また、人とのつながりや地域での支え合いが重要なこと
などを踏まえ、これら関連計画を地域福祉計画に包含する。

近年多発する大規模災害に対し、安全に避難する体制の確保や避難生活に不安を抱える要配慮者等の
増加

認知症高齢者の増加、障がい者の親亡き後の生活など、今後、判断能力等に不安を抱え、生活支援を
必要とする方の増加

LGBTQ等の性的指向、家族のあり方の多様化や外国人労働者の増加など地域で受け入れるための多
様性社会の理解不足

●地域福祉に関する課題等 ●策定の主なポイント

地域福祉計画は地域の課題解決に向けて、市民、団体、行政等が活動する際の方向性等を示し
たものであり、高山市の地域福祉に関する現状等を踏まえ、基本理念に反映

核家族化や地域のつながりの希薄化により、子育て当事者が周囲のサポートを受けにくくなるこ
とによる「子育ての孤独化」の進行

第４期計画までは第八次総合計画の基本理念である「協働」を掲げ、市民・団体・行政等が協
働してまちづくりをすすめることとしている。第九次総合計画では、基本理念に「人を育み
未来につなぐ」を掲げているため、第５期計画では「協働」の理念は継承しつつ、視点をまち
づくりから人づくりに整合を図る。

新型コロナウイルス感染症の影響による生活環境の変化等による社会から取り残される世帯の増
加、潜在的な世帯把握の困難による重症化

市町村において包括的な支援体制を整備するための手段として創設（社会福祉法R3）

認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、認知症施策を総合的かつ
計画的に推進するため制定（共生社会の実現を推進するための認知症基本法R5)

新型コロナウイルス感染拡大を機に顕著化した「孤独・孤立」の問題に対応するため制定（孤
独・孤立対策推進法R6）

こどもの権利擁護を、福祉・教育・保健・医療などの分野で、整合性をもって包括的に進めるた
め制定（こども基本法R5)

人口減少の影響による支所地域を中心とした食料品店などの減少による買い物等が困難な方の増加

福祉分野における介護、障がい者等の専門人材不足によるサービス量の低下

地域における活動で町内会未加入者の増加による担い手不足、活動基盤の弱体化や地域資源の喪失

いじめや虐待などの子どもをめぐる人権問題の深刻化

障がいに対する正しい理解と対応（合理的配慮）の不足による障がい者の社会参加の停滞

地域共生社会の実現を目指し、地域福祉を推進（社会福祉法R3）

移動や生活の上で支障となる物理的なバリアや、特定の人に情報が伝わらないなどの情報面のバリア
など、バリアフリー化が進んでいないことに加え、ユニバーサルデザインを意識していない環境が多
いことによる外出への不安の増加

身寄りのない高齢者、親族と疎遠な高齢者の増加に伴う、身元引受人がなくサービスを受けられ
ない高齢者の増加

別紙１

２



地域福祉計画の位置づけ（新旧対照）

・再犯防止推進計画

障がい者福祉総合計画

老人福祉計画・介護保険事業計画

子どもにやさしいまちづくり計画

成年後見制度利用促進計画

老人福祉計画・介護保険事業計画

こども計画（仮称）

障がい者福祉総合計画

第４期地域福祉計画

第八次総合計画

第５期地域福祉計画

第九次総合計画

地域福祉計画

・重層的支援体制整備事業実施計画

地域福祉計画

・成年後見制度利用促進計画

別紙２

これらの計画を

地域福祉計画に
包含

３



第４期地域福祉計画

第５期地域福祉計画（案）

基本理念について

地域社会を構成する多様な主体の協働による
　　　　誰もが安心していきいきと暮らせるまちづくり

　第八次総合計画では、基本理念に「協働」を掲げ、各種施策を推進するため、市民
と協働してまちづくりをすすめている。
　市では協働のまちづくりを市民が主役という理念のもと市民、地域住民組織、事業
者、行政などの地域社会を構成する多様な主体がまちづくりに取り組むとし、みんな
で力を合わせて地域課題の解消、絆を大切にした地域づくり活動により地域共助の強
化、安全安心で魅力ある持続可能なまちづくりを目指す必要があるため、以上の考え
を元に基本理念を定めている。
　現在、まちづくり協議会をはじめとする多様な団体により地域活動が進められてお
り、特にまちづくり協議会では、買い物支援や移動支援などの地域課題の解決に向け
た取り組みや、大規模災害に対する地域防災の在り方の検討を進めるなど、自助・共
助の意識が高まってきており、住民が主体となり地域課題を解決しようとする流れが
活発になっている。その他、多様な団体によるサロン活動や居場所づくりなどの地域
での見守りが進められるなど、「協働」による取り組みは地域で定着してきている。

　第九次総合計画では、基本理念（案）に「人を育み　未来につなぐ」を掲げ、美し
い自然や景観、伝統文化や暮らしなど、先人からの受け継がれた飛騨高山の有形無形
の財産を守り、育て、次世代につなげていくのは「人」であるため、「人」を育み、
未来につながる飛騨高山を目指すこととしている。
　これまでも協働のまちづくりにより地域福祉が進められている一方で、少子高齢化
が進み、地域の担い手はますます不足していくなかで、社会情勢の変化などにより、
市民の福祉ニーズは複雑化・多様化している。これまで培ってきた地域の支え合いを
維持していくためには、一人ひとりが地域に関心を持ち、お互いを理解し合いながら
信頼関係を築いていくなどの人を育む大切さと、近隣など身近な支え合いを地域につ
なげ、より大きな地域の支え合いとして、市民・団体・行政等が一体となり推進して
いく必要がある。
　第５期計画の基本理念は、第４期計画の「協働」の理念を継承していくとともに、
次世代につなげていくために、人と人、人と資源が世代、分野を超えてつながること
で、誰もが活躍し役割を実感できる地域を目指す必要がある。また、自分たちの課題
を自分たちで解決していく自助・共助の力を発揮していけるよう、誰もが支えあいな
がら暮らしていくことのできる「地域共生社会」の実現に向けて、基本理念を見直す
こととする。

安全で安心な自分らしい暮らしを実現するために
　　　　　　　　人から人へ　地域でつながる・支えあう

別紙３

４



．

住み慣れた地
域で、安心し
て暮らす

●多様性社会への対
応

・LGBTQ等の性的指向、家族のあり方の多様化や外国人労働者の増加など地域で受け入れるための多様性社会の理解不足

年齢や性別、障がいの有無等
に関係なく、健康を保ちながら
生きがいを持って地域社会で活
躍できる環境をつくることが大
切である。

誰もが、自分
らしく活躍す
る

●人口減少、世帯構
造の変化、単身世
帯の増加

・人口減少の影響による支所地域を中心とした食料品店などの減少による買い物等が困難な方の増加
・核家族化や地域のつながりの希薄化により、子育て当事者が周囲のサポートを受けにくくなることによる「子育ての孤独
化」の進行

●経済的不安を抱え
る人の増加

・物価高騰による生活費の負担増や、障がい等の様々な理由から働くことができない、または充分な収入を得ることができ
ず経済的な不安を抱える人の増加

●生活課題の複雑化、
多様化

・ひきこもり、8050問題、障がい者の親亡き後の生活、育児と介護のダブルケア、ヤングケアラーなど様々な分野の課題が
絡み合うことによる生活課題の複雑化、多様化

・刑を終えた人が、住まいや就労の場が確保できないなどの地域、職場等における理解不足

基本目標（案）解決の考え方大きな社会の流れ

基本目標について 別紙４

・高齢者が被害者になる事故や、高齢者が加害者となる事故の増加
・通信技術やキャッシュレス化等の進展など、手口が巧妙化した犯罪に巻き込まれる危険性の増加

●超高齢社会の到来

●判断能力等に不安
を抱える人の増加

・認知症高齢者の増加、障がい者の親亡き後の生活など、今後、判断能力等に不安を抱え、生活支援を必要とする方の増加

人に寄り添い、
ともに生きる

日常生活における不安を相談
できたり、互いの変化を気づき
あえる人間関係が身近にあるな
ど、子育てや介護などの支援を、
家族や地域で支え合うことが大
切である。
また、住み慣れた地域での生

活の維持を図るため、地域特性
に応じた支援体制を構築するこ
とが大切である。
属性や世代を問わない包括的

な相談支援体制の充実や、地域
の福祉を支えていく担い手の育
成が大切である。
また、様々な事情によって困

難を抱える人に対し、それぞれ
に合った支援を行い、暮らしや
すいまちにしていくことが大切
である。

ユニバーサルデザインやバリ
アフリー化を推進するとともに、
地域の防犯、災害発生時の体制
を整えて、安全で安心して暮ら
せるまちをつくることが大切で
ある。

課題（市民の不安等）

第４期計画 基本目標 第５期計画 基本目標（案）

※第九次総合計画の「人」を意識した市政
を目指すという方向性と整合を図る

第５期計画 体系整理

目標１

目標２

目標３●安全・安心な生活 ・近年多発する大規模災害に対し、安全に避難する体制の確保や避難生活に不安を抱える要配慮者等の増加

【社会の流れ、課題毎の視点で整理】

１．人がつながり、支え合うまちづくり

２．暮らしやすいまちづくり

３．いきいきと活躍できるまちづくり

４．安全で安心なまちづくり

１．人に寄り添い、ともに生きる

２．誰もが、自分らしく活躍する

３．住み慣れた地域で、安心して暮らす

●孤独・孤立問題の
顕在化

・新型コロナウイルス感染症の影響による生活環境の変化等による社会から取り残される世帯の増加、潜在的な世帯把握の
困難による重症化

・身寄りのない高齢者、親族と疎遠な高齢者の増加に伴う、身元引受人がなくサービスを受けられない高齢者の増加

●働く世代の減少に
よる担い手不足

・福祉分野における介護、障がい者等の専門人材不足によるサービス量の低下
・地域における活動で町内会未加入者の増加による担い手不足、活動基盤の弱体化や地域資源の喪失

・移動や生活の上で支障となる物理的なバリアや、特定の人に情報が伝わらないなどの情報面のバリアなど、バリアフリー
化が進んでいないことに加え、ユニバーサルデザインを意識していない環境が多いことによる外出への不安の増加

●誰もが利用しやす
い環境の整備

５

●差別のない社会の
実現

・いじめや虐待などの子どもをめぐる人権問題の深刻化
・障がいに対する正しい理解と対応（合理的配慮）の不足による障がい者の社会参加の停滞



計画体系について

＝

①判断能力に不安を抱える人や立場の弱い人を支援する

(7)権利擁護を推進する

第４期計画からの変更箇所

基本目標１
人に寄り添い、ともに生きる

基本目標２
誰もが、自分らしく活躍する

基本方針

基本方針

(1)人との関わりを深める

(2)地域の活動に参加する

(3)属性、世代を問わない相談・地域づくりの実施体制を強化する

①高齢者や障がい者を支援する

重層的支援体制整備事業
実施計画に相当

再犯防止推進計画に相当

(1)誰もが活躍する

②子育て世帯を支援する

③生活困窮者等を支援する

④孤独者、孤立者を支援する

⑤複雑な問題を抱えている人を支援する

⑥住む場所や環境に困っている人を支援する

(4)情報提供の体制を強化する

①刑を終えた人の社会復帰を支援する

基本方針

(1)人とのつながりを大切にする

(2)地域の支え合いを大切にする

(3)相談支援や情報提供の体制を整える

(1)安全で安心して暮らす

(3)生活困窮者等を支援する

(4)複雑な問題を抱えている人を支援する

基本目標１
人がつながり、支え合うまちづくり

基本方針

(4)福祉サービスの担い手を育てる

(5)福祉サービスの担い手を育てる

(6)再犯防止を推進する
(5)住む場所や環境に困っている人を支援する

基本目標２
暮らしやすいまちづくり

基本方針

(3)健康寿命を延伸する

(1)安全で安心して暮らす

(6）判断能力に不安を抱える人や立場の弱い人を支援する（権利擁護）

(1)誰もが活躍する

(2)生きがいを持って暮らす

(1)高齢者や障がい者を支援する

(2)子育て世帯を支援する

基本目標３
いきいきと活躍できるまちづくり

基本方針

基本目標３
住み慣れた地域で、安心して暮らす

成年後見制度利用促進計
画に相当

第４期計画 第５期計画（案）

(2)災害に備える

(4)多様性社会への理解を深める

(3)健康寿命を延伸する

基本目標４
安全で安心なまちづくり

基本方針

(2)災害に備える

(2)生きがいを持って暮らす

別紙５

６


